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平成２３年１月 

 

平成２０年度助成事業のフォローアップ調査の結果について 
   

                               助成事業部 
 
 独立行政法人福祉医療機構（以下「ＷＡＭ」という。）では、ＮＰＯ等の民間団体による福祉活動に対

して助成を行っていますが、助成を行った翌々年度に、事業のその後の継続状況などを把握するために、

「フォローアップ調査」を実施しています。 

 

 本年度は、２年前の平成２０年度に実施されました事業を対象として、助成を受けた事業のその後の

継続状況、あるいは助成終了の直後にはわからなかったその後の波及効果などを調査しました。 

 本稿では、この調査結果の概要をお知らせします。 

 
 
 
 

１）調査の目的 

 ＷＡＭでは、助成事業の効果や課題を把握し、助成制度や助成先団体への支援の在り方の継

続的な改善のため、助成を行った翌年度に助成事業の事後評価を実施しています。（図１） 
 但し、助成事業の効果はすぐに明確に表れるものばかりではなく、中には助成をきっかけと

して数年掛けて地域のネットワークがかたち作られることなどにより、大きな効果が見られる

ようになるものも少なくありません。 
 したがって、助成年度の３月末に助成が終了したばかりの事業のなかには、事後評価時点で

は効果を十分に把握できないものもあることから、一年以上経過した時点でこのフォローアッ

プ調査を行うことにより、事業の継続状況や財源、その後に表れた助成の効果や課題などを把

握することで、助成制度や助成先団体への支援の在り方の継続的な改善などに活かすことを目

的としています。 
 
（図１） 
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２）調査の対象 

 調査対象は、平成２０年度にＷＡＭが助成した全事業９０２件です。このうち８９１件から

ご回答をいただくことができました（回収率９８．８％・表１）。 
 なお、ご回答いただけなかった１１件は、団体が解散した、あるいは既に連絡が不通となっ

てしまったものなどとなっています。 
  

     
 
 
３）調査の方法 

 調査対象となった９０２件の助成事業を実施した全団体に対して、調査票を郵送し、回答へ

のご協力をお願いしました。 
 なお、郵送やＦＡＸによる回答のほか、ｗｅｂ上から調査票様式をダウンロードしたものに

ご回答いただき、電子メールで返送する方法も設定しました。 
 
 
４）調査項目 

 調査項目は次のとおりです。 
 
  ・事業の継続状況について 
  ・継続実施している際の財源について 
  ・継続していない理由について 
  ・行政や他団体への効果について 
  ・団体または組織上の効果について 
  ・事業の反響について 
  ・ＷＡＭへのご意見・ご要望など 
 
 それぞれの調査項目に選択肢を設定し、該当するものにチェックを入れる回答方法とし、加

えて、選択した内容についての概略を記述いただく欄をそれぞれ設定しました。 
 
 
 
 

表１：調査件数及び回収状況

助成区分 概　要 助成件数 回収件数 回収率（％）

一般分
全国規模の団体が実施する
事業への助成 161 161 100.0

特別分
独創性または先駆性及び
普遍性のある事業への助成 71 69 97.2

地方分
地域の実情に即した
きめ細かな事業への助成 670 661 98.7

902 891 98.8計
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１）事業の継続状況 

 問１では、まず助成の対象となった事業の、その後の継続状況をお聞きしました。 
全体（一般分、特別分、地方分の合計）を見ると、約９割がその後も事業を継続しており、その 

うち５割は規模を拡大したり、充実・発展させて行っているという結果でした。残り４割につきま 
しては助成年度と同程度か、あるいは一部縮小などしながら行っているという結果です。 
 また、全体の約１割については、現在は事業を実施していないという回答でした。 
 なお、一般分は「事業を実施していない」が１９．３％と、他の区分と比べて若干割合が高くな

っています。これは、全国団体として助成金を利用して取り組んだ調査事業などの実施が終わった

ものが多いことが要因と考えられます。 
 
 
問１ 助成事業は、継続して実施していますか？
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13.5%

124件
13.9%

314件
35.3%

222件
33.6%

26件
37.7%

66件
41.0%

187件
21.0%

159件
24.0%

7件
10.1%

21件
13.0%

175件
19.6%

138件
20.9%

15件
21.8%

22件
13.7%

91件
10.2%

53件
8.0%

7件
10.1%

31件
19.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般分
（161件）

特別分
 （69件） 

地方分
（661件）

合  　計 

 規模を拡大して実施

 内容を充実又は発展させて実施

 助成を受けた当時と同程度で実施

 一部縮小して実施

 事業を実施していない

結果の概要 

【記述回答の例】 
 

① かながわボランタリー活動推進基金２１協働事業」に採択され、神奈川県教育委員会と当会の協働事業とし

て、平成２１～２５年度の予定で「アレルギー児を学校で支える研修事業」を実施している。 

（地方分：ＮＰＯ法人 神奈川県） 

② 古紙・雑誌・アルミ缶等を回収することで中途障害者の社会参加を支援する事業。２５０軒くらいから始ま

った世帯数が、現在は７００軒余りにまで増加。坂の多い地域なので、高齢者から大変喜ばれており、通所

者も、自分たちの日頃の実践が喜ばれることに誇りすら感じているようだ。最近では、古着や古布、瓶など

も回収し、新潟市のエコ事業の一端を担わせていただいている。（地方分：ＮＰＯ法人 新潟市） 

③ 不登校の子を対象にしてグループカウンセリングを行っていたが、対象をうつ病や発達障害者を抱える家族、

子育てに悩む母親にまで広げ、カウンセリングを充実させた。（地方分：ＮＰＯ法人 東京都） 

④ 民間シェルター新規スタッフの研修教材にマニュアルが採用されている。また、婦人保護施設や女性センタ

ー等でも相談員の必読書として活用されている。大妻女子大学や明治大学ロースクールでは授業の教材や副

教材として指定された。ユニセフのホームページにも紹介・周知されている。（一般分：ＮＰＯ法人 東京都）
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２）継続実施時の財源 

 問２では、問１において「事業を継続している」と回答した団体に対し、助成金に代わって現在

はどのような財源で事業を実施しているかをお聞きしました。 
最も多かった財源として「会費や参加費等の自己財源」（全体の６７．１％）、また「行政の補助

や委託で実施」（同 ２５．５％）という回答でした。 
 自己財源という回答が圧倒的に多い一方で、行政の補助や委託による財源確保も全体で 25％程度

あり、助成によって事業を立ち上げ実績を積むことで、全体の約４分の１の事業がこうした制度的

な手当てがなされるレールに乗っているといえます。 
 あるいは下の記述回答の⑤のように、企業などからの支援、あるいは他の助成金の活用事例など

も見られました。 
 
問２ 継続実施に当たっての財源について、該当する回答に○をしてください。（複数回答可） 
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16.1%　（10件）

22.6%　（14件）

59.7%　（37件）

0.0%　（0件）

27.6%　（168件）

 7.7%　（47件）

6.9%　（42件）

20.7%　（126件）

69.9%　（425件）

17.4%　（106件）

0.0%　（0件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政の補助や委託で事業実施

社協の補助や委託で事業実施

民間企業の資金援助を受け実施

他の助成金を利用して実施

会費や参加費等の自己財源で実施

その他

無回答

一般分
（130件）

特別分
（62件）

地方分
（608件）

【記述回答の例】 
 

① 文部科学省の「女性のライフプランニング支援総合推進事業」を受託した。（地方分：ＮＰＯ法人 名古屋市）

② ２１年度の国の「認知症対策普及・相談・支援事業」を神奈川県・横浜市から委託されその事業の中で引き 

続き実施している。（地方分：公益社団法人 神奈川県） 

③ 佐世保市市民提案型モデル事業として佐世保市より補助金をいただいて、就労支援や講演会などを開催した。 

（地方分：ＮＰＯ法人 長崎県） 

④ 移住女性のための日本語教室については、福岡県国際交流センターの委託を受けるようになった。 

（地方分：ＮＰＯ法人 福岡県） 

⑤ 平成２１年から、外資系金融機関の支援を受けて聴覚障害児支援を行っています（経費は全額企業負担）。また、

平成２２年度から、国庫事業である放課後子ども教室の指定を受け、東京都の聴覚障害児のための事業所として

スタートしました。（地方分：ＮＰＯ法人 東京都） 

⑥ 企業２社より下請加工仕事を受注している。２社からの１か月受注加工賃として８０万円程度を生み出してい

る。（地方分：ＮＰＯ法人 静岡県） 
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３）継続していない理由 

 問３では、問１の事業継続の有無をたずねたものに、反対に全体の約１割（９１件）で「継続し

ていない」という回答のあったケースに対して、「事業を継続していない理由」を伺いました。その

うちの４２．９％が｢事業の目的を達成した｣としている一方で、２７．５％が｢資金不足で実施不可

能｣になったと回答をいただきました。 
 前述のように、一般分の多くあるいは特別分の一部では調査事業などの実施が終わったものが、

「事業の目的を達成した」と回答しているケースが多いことが要因と考えられますが、その一方で、

地方分の小規模な活動で「資金不足で実施不可能」という回答が約３０％になっているのは、やは

り継続には資金が欠かせないということがわかると同時に、厳しい資金確保の状況が伝わってきま

す。 
 また、こうした地方分のうち４０％以上の団体が、「現在は休止中、条件が整えば再開希望」と回

答していることから、財源や人材などの条件が揃えば継続できたのではないかと考えられます。 
 記述回答の例を見てみますと、①は調査事業が一段落した典型事例、②は事業をきっかけに当事

者が団体を組織したため、そちらのバックアップにシフトしたという発展的な例、また③は人材不

足、④は資金不足の例などとなっています。 
 
 
 
問３ 実施していない（その後何も行っていない）理由について、該当する理由に○をしてく

ださい。（複数回答可） 

 
 
 
 
 

19.4%　（6件）

22.6%  （7件）

3.2%　（1件）

3.2%　（1件）

74.2%　（23件）

  0.0%  （0件）

0.0%  （0件）

28.6%　（2件）

28.6%　（2件）

57.1%　（4件）

  0.0%  （0件）

28.6%　（2件）

14.3%　（1件）

0.0%  （0件）

30.2%　（16件）

22.6%　（7件）

1.9%　（1件）

7.5%　（4件）

28.3%　（15件）

43.4%　（23件）

1.9%　（1件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業の目的を達成した

計画どおりの効果が現れなかった

活動を休止又は解散した

運営体制に問題がある

資金不足で実施不可能

現在は休止中、条件が整えば再開希望

無回答

一般分
（31件）

特別分
（7件）

地方分
（53件）
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【記述回答の例】 
 

① 実態調査とその分析研究の目的を達成したため、事業は終了し、継続していない。失語症者の状況も、失語

症者を取り巻く環境も年々変化するので、５年くらいを目安にまた調査を実施したいと考えている。（一般

分：ＮＰＯ法人東京都） 

② 手話教育者養成学校開催事業を実施。翌年度より、養成学校に参加した聴覚障害者達自らが主体的に手話教

育法を学ぶ会やＮＰＯ団体をつくり活動を始めたので、事業運営方法の相談を受ける等、彼らのバックアッ

プに専念している。（地方分：ＮＰＯ法人 新潟県） 

③ 本法人では退職する職員が相次いでおり、従来からの事業を維持することにも苦慮しています。人材難を打

開するために、福祉人材バンクへの登録はもちろんのこと、９月中旬には近隣の社会福祉法人との共催によ

る福祉人材フェアを開催するなど、具体的な対策を実施しているところです。 

（地方分：社会福祉法人 名古屋市） 

④ 各種補助金や会費収入が減少傾向にある中、民間企業からの寄付による事業の存続の可能性などについて鋭

意検討してきた。しかしながら、収入の見込みが立たないため、止む無く休止とした次第である。（一般分：

財団法人 東京都） 
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４）行政・他団体との関係 

 問４では、行政や他団体との間で生まれた効果をお聞きしました。 

 全体の約５割が「他団体とのネットワークが構築された」と回答し、また約１割が「行政で制度

化やモデル事業化」につながったと回答しています。 

 こうした行政などとの関係のほか、記述回答の例の⑤のように、大学や企業などと連携が始まっ

たもの、⑥のように自治体から表彰を受けたものなどもありました。 

 
問４ 助成事業を実施したことにより、行政や他団体との間で下記のような効果があらわれま

したか？（複数回答可） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.3%　（7件）

29.2%　（47件）

    56.5%　（91件）

 49.1%　（79件）

15.5%　（25件）

        8.1%　（13件）

            3.7%　（6件）

 17.4%　（28件）

          8.7%　（14件）

  10.6%　（17件）

     9.3%　（15件）

  0.0%　（0件）
1.4%　（1件）

4.3%　（3件）

  26.1%　（18件）

60.9%　（42件）

14.5%　（10件）

10.1%　（7件）

14.5%　（10件）

18.8%　（13件）

17.4%　（12件）

13.0%　  （9件）

14.5%　（10件）

62.3%　（43件）

11.6%　（77件）

       21.6%　（143件）

12.3%　（81件）

  17.4%　（115件）

    13.9%　（92件）

12.4%　（82件）

       8.8%　（58件）

0.8%　（5件）

       8.8%　（58件）

        8.0%　 （53件）

 46.6%　（308件）

            47.5%　（314件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政で制度化やモデル事業化

行政と定期的に打ち合わせ

行政会議のメンバーになった

行政から定期的に連絡有り

活動場所の提供を受けた

中間支援組織から支援を受けた

民間企業から支援

問い合わせ・見学要望あり

他団体とのネットワーク構築

その他

特にない

無回答

一般分
（161件）

特別分
（69件）

地方分
（661件）

【記述回答の例】 
 

① 平成２１年度より、三重県から認知症コ－ルセンターを受託し、運営している。（地方分：公益社団法人 三重県）

② 「長崎市提案型協働事業」の「市民提案型」として採択され、長崎市の障害福祉課と協働して「ワカモノ“SMILE”

サポートセンター」という、中学生以上の“生きづらさ”を感じている青少年の生活の充実や人間関係を育む場・

機会作りの活動を実施しています。（地方分：任意団体 長崎県） 

③ ２２年度に事業を長野市が「成年後見支援体制構築促進事業」として引き継ぎ、人員を拡充させて窓口の設置を行

っている。（地方分：任意団体 長野県）  

④ 三重県松阪市と平成 22 年度における「災害協定」を締結した。平常時、支援ネットがアレルギー対応の物品を調

達及び保管し、市が保管料を負担する。災害時には支援ネットがこれを配送し、市は物品の料金及び配送料を負担

することとなった。（地方分：ＮＰＯ法人 愛知県） 

⑤ 札幌運動教育研究センターとの連携、また札幌市と北翔大学との官・学・民の三者連携。 

（地方分：ＮＰＯ法人 札幌市） 

⑥ 神戸市から、「ソーシャルベンチャーアワード」優秀賞を受賞した。（地方分：ＮＰＯ法人 神戸市） 
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５）団体・組織上の効果 

 問５では、団体・組織上の効果をお聞きしました。 

多くの団体で組織自体が活性化し、団体の信頼感や信用度が増したと回答しています。 
 また、「法人格を取得、または取得する予定としている団体」については、全てを合計すると４７

件で、全体の５．２％ほどになります。これは一見少ないように感じますが、２０年度の助成事業

採択の時点で法人格を持たない団体が３００件余りでしたので、これを母数にしてみますと、その

うちの約１５％が法人化をした、あるいはその予定がある、ということがわかります。 
 
問５ 助成事業を実施したことにより、団体の活動又は組織上、どのような効果がありました

か？（複数回答可） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  0.0%　（0件）

2.5%　（4件）

3.7%　（6件）

67.1%　（108件）

22.4%　（36件）

41.0%　  （66件）

23.0%　（37件）

3.7%　（6件）

2.9%　（2件）

2.9%　（2件）

66.7%　 （46件）

26.1%　（18件）

  58.0%　  （40件）

14.5%　（10件）

4.3%　（3件）

1.4%　（1件）

32.4%　（214件）

56.3%　（372件）

3.2%　（21件）

 1.8%　（12件）

59.5%　（393件）

12.4%　（82件）

5.6%　（37件）

0.8%　（5件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格を取得

法人格を取得予定

組織が活性化

組織が拡大

信頼感や信用度が増加

その他

特にない

無回答

一般分
（161件）

特別分
（69件）

地方分
（661件）

【記述回答の例】 
 

① 親子体験会の回数を重ねるごとに社会的認知度が少しずつ増し、おかげさまでＮＰＯ法人格を取得した。今 

後発展に努めていきたい。（地方分：ＮＰＯ法人 長野県） 

② 助成事業の実施により、療育の効果をはっきりと見ることができ、それらを特化させた活動を行いたいとス

タッフの意識が高まり、特長を表した組織にするためにＮＰＯ法人格を取得する方向で準備を進めている（２

３年３月取得予定）。会員数が増え、療育を受けるために待機してくださる方も出てきた。（地方分：任意団

体 東京都） 

③ 財団法人日本生命財団の「生き生きシニア活動顕彰助成」を受けた。（地方分：任意団体 岐阜県） 

④ 申請当時会員数（無料会員を含む）は約２５０人程度であったが、現在は６５０人以上になり、法人会員も

２倍以上（２９会員）となっている。また、自治体と事業推進の協定が結ばれるなど信頼関係が広がってい

る。加えて、地域でのアレルギー患者の交流会などへの支援協力に多くの自治体が関わるようになってきて

いる。（地方分：ＮＰＯ法人 愛知県） 

⑤ 平成２１年度、子どもの心を育む総合フォーラム全国大会奨励賞を受賞。（地方分：ＮＰＯ法人 岐阜県） 
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６）事業の反響 

 問６では、マスコミや地域の広報などでどれだけ事業についての反響があったかを伺いました。

多くの事業が様々なメディアで取り上げておられますが、全体の４７％が「特になし」とも回答 

しております。 

 ただし、反対に半数は何らかの形で報道や広報誌に掲載がなされたといえ、地域の小規模な団体

にとっては、何らかの形でメディアの紹介を受けるというのはそれなりに大きな出来事であったと

もいえます。 

 
問６ 今回の助成事業について、マスコミなどからの反響がありましたか？ 

（複数回答可） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   32.9%　（53件）

     13.7%　（22件）

21.1%　（34件）

11.2%　（18件）

42.9%　（69件）

   10.6%　（17件）

0.6%　（1件）

18.6%　（30件）

36.2%　（25件）

20.3%　（14件）

36.2%　（25件）

  11.6%　（8件）

17.4%　（12件）

17.4%　（12件）

34.8%　（24件）

7.2%　（5件）

    31.5%　（208件）

      12.0%　（79件）

15.6%　（103件）

5.1%　（34件）

11.8%　（78件）

50.4%　（333件）

2.1%　（14件）

7.3%　（48件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞に掲載

テレビで放送

各種雑誌・専門誌類に掲載

行政・社協広報誌に掲載

インターネットに紹介記事掲載

その他（ラジオ、ミニコミ誌等）

特になし

無回答

一般分
（161件）

特別分
（69件）

地方分
（661件）

【記述回答の例】 
 

① 平成２１年度は、助成事業の取り組みに関心を持った、新聞社、テレビ、出版社などの取材を受けた。福祉新聞、

医療福祉チャンネル７７４（スカパー）、キャリアブレイン（福祉サイト）（一般分：社会福祉法人 愛知県） 

② 新聞に掲載された。（公明新聞、京都新聞） 

テレビでとりあげられた。（ＮＨＫ「おはよう日本」、ＮＨＫ「首都圏ネットワーク」） 

（一般分：財団法人 東京都） 

③ 平成２１年度に北海道新聞、ＮＨＫ（テレビおはよう日本・全国放送、ラジオ全国地域ニュース・ 全国放送）、

専門誌「人と国土２１」（国土計画協会）で紹介されました。（特別分：ＮＰＯ法人 北海道） 

④ ＮＨＫテレビ「すくすく子育て」でピアサポートが紹介された。実際にサポート訪問している様子が放映され、

機構の評価委員からコメントがあった。（地方分：任意団体 岐阜県） 

⑤ 法人の主事業でもある自立支援法に基づく障がい福祉サービスの事業と併せて、その活動と法人代表がモデルと

なった小説が本で紹介された。（地方分：ＮＰＯ法人 名古屋市） 
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７）助成の満足度 

 問７では、助成制度を利用した上での満足度について伺いました。 
 全体の９５％以上の方々から「満足した」あるいは「ほぼ満足した」とご回答いただき、記述欄

にも「丁寧なアドバイスがあった」などの記載を多くいただきました。その反面、不満足な点があ

ったとされた３．１％については、提出書類の分量など事務的な手間について、あるいは助成期間

を長目にしてほしい、さらに使途を自由にしてほしいなどのお声を寄せていただきました。 
 提出書類の簡素化など、ここ数年改善を重ねているものもある一方で、公的資金を財源としてい

る以上、慎重な取り扱いの必要な事項もあり、早期に対応可能なものだけでなく、十分な検討が必

要なものもありますが、現在行っている新たな助成制度の仕組みづくりや、国との検討においても

ぜひ参考にさせていただきます。 
 
問７ 当機構の助成事業を利用してみて、いかがでしたか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

601件
67.5%

454件
68.7%

43件
62.3%

104件
64.6%

248件
27.8%

178件
26.9%

21件
30.4%

49件
30.4%

28件
3.1%

4件
5.8%

5件
3.1%

19件
2.9%

14件
1.6%

3件
1.9%

1件
1.5%

10件
1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般分
（161件）

特別分
（69件）

地方分
（661件）

合  　計 
（891件）

 満足した

 ほぼ満足した

 やや不満足だった

 不満足だった

 無回答

【記述回答の例】 
 

① 事業を進めていく上で、財務処理等丁寧なアドバイス・指示をいただけた。その都度到達点を意識しながら進

めることができた。（地方分：ＮＰＯ法人 岐阜県） 

② 実施事業には満足しているが、提出書類が多く正直戸惑った。しかし問い合わせに対して丁寧に対応して下さ

り助かりました。（地方分：ＮＰＯ法人 浜松市） 

③ 単年度時の事業では深く掘り下げることも見直しもできない。期間が短すぎる。（特別分：任意団体 千葉県）

④ 助成事業で中期展望が見られるものについてはもう少し長い間の助成を希望する。（地方分：任意団体 大阪府）

⑤ 単年度の事業助成として申請したが、複数年で申請採択されていたら、もっと効果的に広く実施できたと思う。

（地方分：任意団体 宮城県） 

⑥ 他の助成金よりも事務量が多かったため。（地方分：ＮＰＯ法人 愛知県） 

⑦ 使用目的が細かく制限されすぎていて活用しづらいという意見が多く出ました。（地方分：ＮＰＯ法人 岡山県）
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８）今後の助成事業に期待するサービス 

 問８では、今後助成事業にどのようなサービスを希望するかという点について伺いました。最も

多かった回答が助成事業の募集案内を希望する回答で、事例紹介などの情報提供、助言や相談、セ

ミナーなどの学ぶ場、団体相互の交流の場などが続いています。 

 
問８ 当機構の助成事業に今後どのようなサービスを希望しますか？（複数回答可） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        49.7%　（80件）

     30.4%　（49件）

34.8%　（56件）

 18.6%　（30件）

 24.2%　（39件）

14.9%　（24件）

8.7%（14件）

60.9%　（42件）

37.7%　（26件）

24.6%　（17件）

20.3%　（14件）

 23.2%　（16件）

7.2%　（5件）

  5.8%　（4件）

  58.1%　（384件）

  34.6%　（229件）

21.8%　（144件）

19.5%　（129件）

26.0%　（172件）

7.7% (51件）

  5.7%　（38件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

助成事業の募集案内

事例紹介などの情報提供

助言や相談

助成団体相互の交流の場の提供

事業報告会やセミナー等学ぶ場

その他

無回答

一般分
（161件）

特別分
（69件）

地方分
（661件）

【記述回答の例】 
 

① 過去の助成事例を知りたい。助成金申請に際して、参考にするため。（地方分：ＮＰＯ法人 愛知県） 

② 事務的な手続きを滞りなく進めるための助言・相談・きめ細やかな情報提供があると助かります。（特別分：

財団法人 奈良県） 

③ これからの運営について専門家の助言などを希望します。（地方分：任意団体 岐阜県） 

④ 他団体の活動内容を知る為の情報交換の場があると良いと考えます。（地方分：任意団体 石川県） 

⑤ 助成団体が集まり、情報交換などできる機会があればと思う。また、企画の立て方、進め方などのセミナー

もあれば、ぜひ参加したい。（地方分：ＮＰＯ法人 岐阜県） 

⑥ 助成後の活動の持続発展可能性を高めるための中間支援的サービス。例としてコミュニティビジネスとして

の資金調達法など。（地方分：任意団体 静岡市）     
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 次にこのフォローアップ調査を行った中から、事業が継続、発展している事業のうち、

特にユニークな取り組みを２事例ご紹介します。 

 
１）精神障害者の就労支援「宅配サービス」事業 

   …特定非営利活動法人ひやしんす（神戸市） 

 
 ひやしんすは、もともと精神病院の患者の皆さんとＯＴなどのスタッフで、地域での自立生活を目指して数年前

に神戸市北区の築４０年ほどの住居が多い高齢化の進む住宅街で、喫茶店を開業したことが出発になっている団体

です。 

 

地道に就労の場として喫茶店をランニングしてきましたが、地域のひとり暮らしのお年寄りや障害のある方に対

する宅配弁当にも事業を拡大したという事業でした。精神障害者の皆さんが宅配の担い手となりますが、助成金は

介護やお年寄りへの話しかけ方の講習、事業のＰＲなどの経費に活用されました。 

 

 この宅配事業を実施し、地域のお年寄りたちと接している中で、思わぬニードを発見し、買い物などの家事援助

サービス、あるいは他の機関への橋渡しなどをして支援につなげるなどの活動展開を見せています。自治会活動な

どの地域との連携も進み、独居のお年寄りなどに地域の集まりに参加していただくきっかけなどをこの担い手たち

がつくるなど、大きな活躍をされています。こうした動きは、ＮＨＫ教育テレビの「きらっといきる」という番組

で特集が組まれるなどしています（現在もＮＨＫの番組サイトで放送内容を閲覧することができます）。 

 

 また今年度神戸市から、地域の問題解決や地域経済の活性化などに大きく貢献する事業に贈られる、「ソーシャル

ベンチャーアワード」という賞、兵庫県からは「ひょうごユニバーサル社会づくり賞」も受賞されました。 

 

フォローアップ調査事例①
特定非営利活動法人 ひやしんす （神戸市）

精神障害者の就労支援「宅配サービス」事業

これまでの活動から･･･

・喫茶店を営業してきたが、
さらに地域のお役に立ちたい

・自分たちの力を試したい
・力を借りたい人がいる

宅配弁当の拡充
お試し弁当など企画し
独居のお年寄り
への宅配を拡充

広報活動
サービスについての
地域説明会の開催や
広報誌の発行

講習会の開催
介護技術、お年寄り
への話しかけ方など
を学ぶ

精神病院の患者とスタッフで、自立生活を目指して、
平成１５年に地域の中で喫茶店を開業。

営業を続けながら、自治会活動への積極的な参加など
を通して、地域社会との絆を育んできた。

ひやしんす
の歴史

・地域のお役に立っている実感によって、メンバーの
自信と意欲がアップ

・活動によって、地域の理解が一層深まり、自治会活動
などにもますます積極的に参加・貢献

・事業に弾みがつき、従来からの事業の拡大・充実にも

直後の成果

様々なお手伝い
外出困難なお年寄りの
ための見守り、簡単な買い物
役所へのお使いなど

先進事例に学ぶ
先駆的な活動事例
に学ぶための
見学会を実施

助成事業

独居老人への弁当宅配、見守りサービス
･･･精神障害の方たちが担い手

・活動が注目され、新聞等で紹介されたほか、ＮＨＫが特集
番組を制作し、全国に放送！

・神戸市から「ソーシャルベンチャーアワード」の優秀賞、
兵庫県から「ひょうごユニバーサル社会づくり賞」 を受賞！

フォローアップ調査でその後の状況を把握

・宅配や家事援助サービスなどを通して、
地域の思わぬニーズを発見

・他機関のサービスなどへの紹介、結びつけ  

事業が継続、発展している助成事例 
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２）ＤＶを生きのびた子どもと女性のデイサービス事業 

   …特定非営利活動法人ウィメンズネット・マサカーネ（北海道） 

 

 
 ウィメンズネット・マサカーネは、ＤＶ被害に遭われた母子のためのシェルター事業を行ってきた北海道室蘭市

の団体です。 

 

たくさんのケースを扱う中で、本当の回復や自立のためには、退所後の新しい生活をいかに支えていくかという

ことが非常に重要で、この再スタートの時点で失敗すると、例えば経済的な困窮や、あるいは精神的に不安定な状

態から、再び元の夫のいるＤＶ環境に戻ってしまう率が高いということを痛感してきました。 

 また、シェルター退所後の時期を支えるための行政サービスがほとんどなく、この大切な時期を支えるための子

ども支援、母親支援、両方のプログラムをそれぞれ用意するため、助成事業として取り組んだ事例です。 

 

 そして翌年度（２１年度）の事業では、この対象の母親、子どもの生活実態を訪問調査しながら相談のきっかけ

とし、デイなどの支援に結びつける、あるいは市、教育委員会、警察など、さまざまな地域の機関などに結びつけ

るなどの展開をされています。数人の少ないスタッフ皆さんで、年間３千件もの相談を実施し、こうした方々の地

域生活を支える活動に発展しており、関係の行政からも大きな信頼を寄せられています。 

 

 こうした一連の活動は、再度加害者の元に戻ってしまう割合を抑えるとともに、他の団体とのノウハウ共有を進

め、最近では内閣府の広報などで盛んに取り上げられ、全国のシェルター活動をリードするような取り組みとなっ

ています。 

 
 
 

○子どもプログラムは他の機関で実施されるきっかけとなった
○ＤＶ被害者の真の回復(地域社会との関わり、自立支援のモデル事業)
○[シェルター退所後] 加害者の元へ戻ってしまう被害者の割合を抑制
○他の自治体や他団体への波及効果、内閣府機関誌や新聞等で取上げられる

母親支援プログラムの同時実施
織物・染物、洋裁（リフォーム）、ステンド
グラス、陶芸、和紙細工、調理、パソコン、
自己尊重講座等の実施

子ども支援プログラム
アメリカで実践されるプログラム
を導入（自由な遊びを中心に）活用！

・ＤＶからの回復・自立のためには、
シェルター退所後の支援が重要！

・ＤＶに巻き込まれた子どもが心理的に不安定
・シェルター退所後は行政サービスが無い。

行政（公的）サービスが行き届かない分野への活動

・ＤＶ被害者（母親）の半数近くがうつ等の
情緒障害や対人困難に陥っている！

⇒母親本人のみならず、子どもにとっても
被害からの回復ができていない。

特徴① 助成事業

フォローアップ調査事例②
特定非営利活動法人 ウィメンズネット・マサカーネ （北海道）

ＤＶを生きのびた子どもと女性のデイサービス事業

成果

シェルター退所後も、訪問相談で地域生活を支える
・年間３，０００件もの相談受付
・デイケアなどにつなげ、継続的な支援

フォローアップ調査で
その後の状況を把握

特徴②

翌年度事業
シェルター退所後
の生活実態を訪問
調査しながら相談
・・・デイサービス
などへむすびつけ

先駆的取り組み
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＜まとめ＞ 

 
本年度のフォローアップ調査の対象となった平成２０年度の助成事業については、助成期間

終了（平成２１年３月末）から一年半以上経過した後も、約９割の事業が何らかの形で継続さ

れていることが分かりました。規模や内容をますます拡充している事業、助成を受けた当時と

同程度の水準を保っている事業、一部縮小しながらも続けている事業など、様々ですが、原則

単年度限りの助成金の成果を、以降にわたって９割もの事業が継続されていることは、単に一

過性の助成に終わらず、事業継続の基盤作りに少なからず貢献していることが分かる結果とな

っていました。 

 

 また、この助成を通じて、他団体とのネットワーク構築が推進されたり、組織が拡大・活性

化した、団体の信頼感や信用度が増加したなどの回答が多いことからも、多くの団体で助成を

きっかけとして組織や活動に弾みがつき、マスコミなどにも取り上げられ、地域での信頼も増

す、という効果が見られました。 

 その結果、多くの事業が会費や参加費等の自己資金で運営が続き、また地域でその必要性を

認められることで、約２割の事業が行政の補助や委託を受けて継続していることがわかりまし

た。 

 

 その反面、継続できなかった事業では、「事業の目的を達した」という回答が最も多かったも

のの、資金の不足を要因とする割合も約３割を数え、地域レベルの事業には「現在は休止中だ

が、条件が整えば再開を希望する」という回答も多く、財源の確保が大きな要因であることが

うかがえます。 

 

 また、助成事業を利用した満足度としては、全体の９５％以上の方々から「満足した」ある

いは「ほぼ満足した」とのご回答をいただきました。一方でいただいたご指摘などについては、

貴重なご意見としてお預かりし、一層使いやすい制度、お役に立つ助成を目指すために活かし

てまいりたいと存じます。 

 今後助成事業に期待するサービスとしては、助成事業の募集案内のほか、事例紹介などの情

報提供、助言や相談などのご回答を多くいただきました。ＷＡＭでは、こうした助成金の交付

以外のお手伝いにも一層力を入れてまいりたいと考えています。 

 

 

＜事業継続のために＞ 

 

 いつの時代も民間の福祉活動を進める上で、財源の確保は大きな課題ですが、経済の低迷が

続く中にあってはさらに深刻になりつつあります。補助や委託事業となることは、行政にその

事業が認められた証しでもありますし、その他の助成金や企業からの支援、地域の寄付などに

ついても、事業の成果を最大化し、重要性や必要性をいかにＰＲしていくかがこうした支援を

得る鍵といえ、外部にどのように成果を示していくかが、ますます大切なポイントになってき

ました。 

 

調査結果から 
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 そして、巧みにＰＲすることでマスコミなどに取り上げられる機会も増え、信用も高まり、

それによってボランティアをはじめとする人材や地域の支援の輪も広がります。 

 ＷＡＭでは、これらを具体的に進めるためのヒントをまとめた冊子を、ホームページに掲載

していますのでぜひご覧ください。 

 

（助成事業に役立つヒント集･･･http://hp.wam.go.jp/guide/jyosei/hint/tabid/211/Default.aspx） 

 

また、ヒアリング評価などＷＡＭで実施する助成後の事後評価の結果などにおいて、事業を

単独で実施するのではなく、他団体・機関との連携や協働によって事業実施を進めることが、

助成効果をより大きくすることが分かっています。 

 事業継続のためには、これらの要素がバランスよくそろっていることが大切といえ、ＷＡＭ

にとって今後こうした部分への支援の必要性も分かる調査結果であったといえます。 

 

 

＜ＷＡＭとして～調査結果の活用など～＞ 

 

なお、事例にあげた２つの事業などをはじめとして、調査結果で特に注目すべき事業につい

ては、調査後も取り組み状況を把握するなどしていき、継続的な支援のきっかけにしたり、他

のモデルとして事業報告会など様々な場面でのご紹介などに活用していきたいと考えておりま

す。 

 

またＷＡＭでは、このフォローアップ調査に加え、さらに２年以上経過した時期に再度「継

続フォローアップ調査」を実施し、助成終了後３年半以上経過した段階の事業の実施状況を調

査することで、さらに長期に事業継続するために必要なポイントなどを把握しています。 

 

 これらのフォローアップ調査の実施は、ＷＡＭの助成事業の独自の取り組みです。助成終了

後に行う調査にご協力いただくこととなり、助成先団体の皆さまには大変お手数をお掛けいた

しますが、今後もさらに息の長い支援や、団体の発展過程ごとに合わせた支援などに結びつく

ような調査にしたいと考えております。 

 また、この調査結果を活かし、多くの団体が助成終了後も事業を継続されるような支援に努

めてまいります。 

 

 最後に、お忙しい中にもかかわらず本調査にご協力いただきました助成先団体の皆さまに、

あらためて心から御礼申し上げます。 

 


